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行政文吾不開示決定通知書
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個人情報保護委員会事務局長窮勇']|室I

澄玉蓑

山中 理司 様

令和8年6月16日付け（同月19日付け個ﾉ、情報保護委員会事務
政文書の開示請求について、行政機関の保有する情報の公開に関
成11年法律第42号。以下「法」という。）第9条第2項の規定に
のとおり、開示しないことと決定しましたので通知します。
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l 不開示決定した行政文書の名称

大阪弁護士会が，令和8年5月27日の会員登録個人情報流出に閨L
和8年6月2日付で個人情報保護委員会に提出した文書
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2 不開示とした理由

本件行政文書の存否を答えることは、大阪弁護士会から当委員会に対し漏
えい等報告耆が提出された事実の有無という法第5条第2号イ並びに第6号
柱書き及びイの不開示情報を開示することになるため、法第8条の規定に基
づき、その存否を明らかにせずに開示請求を拒否することとした。

この決定にJF Illlがある場合は、行政ｲく服審査仏（平成26年法if第68 )j-)の規定により、こ
の決疋があったことを知った|｣の翌'1から起算して3か月以内に ｜|ﾛ人情報保進委員会委員

長に対して審汽請求をすることができます（なお、決定があったことを知ったI]の翌llから
起算して3か月以|ﾉ1であっても、決定がル)ったliの傷坦llから起節して1年を経過Lた場合に
は審査請求をすることができなくなります。）。
主た、二の決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法(HH fll37(|払律

第l39号）の規定により、こり)決定があったことを知った「'から6かjl以内に、国を被告と
して（訴｢強において|{1を代表する者は法務大原となります~。）、裁fll所に処分の取消しの'亦
えを提起1－ることができます（なお、決定があったことを知ったI]から6か月以内であって
も、油走り)｢'から’年を経過した場介には処分り) 111 111iしげ)訴えを提起することができなくな
り主-1－－）､
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